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制度の持続可能性を高めるため、それぞれの所得に応じた負担になるように自己負担限度額が次のとおり
変更されます。

※４回目以降…過去12か月以内に、自己負担限度額以上の医療費を支払った月が４回以上ある場合、４回目
からは自己負担限度額が引き下げられます。なお、平成30年４月から県も国民健康保険の保
険者となることにより、同一県内の転居で、転居後も同じ世帯であれば、該当回数を通算で
きるようになりました。

国民健康保険　高額療養費制度

平成30年８月から 70～74歳の人の
自己負担限度額が変わります

「高額療養費制度」とは
１か月間（１日から月末まで）にかかった医療費の自己負担額が高額になった場合、一定の金額（自
己負担限度額）を超えた分が、あとから払い戻される制度です。
自己負担限度額は、世帯ごとに所得に応じて決まります。

今回の改正では、「現役並み所得者」「一般」の自己負担限度額が引き上げられます。
「低所得Ⅰ・Ⅱ」および70歳未満の加入者のみの世帯は変更ありません。

平成30年８月受診分からの自己負担限度額（月額）

平成30年７月受診分までの自己負担限度額（月額）

問合せ先　□市市民窓口グループ　国民健康保険担当　☎52－1111（内線219・261）

現役並み所得者Ⅰ
（住民税課税所得が１４５万
円以上３８０万円未満の方）

８，０００円
低所得Ⅰ
低所得Ⅱ

現役並み所得者Ⅱ
（住民税課税所得が３８０万
円以上６９０万円未満の方）

外来（個人ごと）区分

現役並み所得者Ⅲ
（住民税課税所得が６９０万
円以上の方）

一般
（住民税課税所得が１４５万
円未満等の方）

２５２，６００円+（医療費－８４２，０００円）×1％
＜４回目以降※ １４０，１００円＞

１６７，４００円+（医療費－５５８，０００円）×1％
＜４回目以降※ ９３，０００円＞

８，０００円

８０，１００円+（医療費－２６７，０００円）×1％
＜４回目以降※ ４４，４００円＞

外来＋入院（世帯ごと）

１５，０００円
２４，６００円

区分

現役並み所得者
（窓口負担が３割の方）

外来（個人ごと）

５７，６００円

８，０００円

１４，０００円
（年間１４４，０００円上限）

一般

１５，０００円

80,100円+（医療費－267,000円）×1％
＜４回目以降※ ４４，４００円＞

５７，６００円
＜４回目以降※ ４４，４００円＞

外来＋入院（世帯ごと）

８，０００円
２４，６００円

低所得Ⅰ
低所得Ⅱ

１８，０００円
（年間１４４，０００円上限）

５７，６００円
＜４回目以降※ ４４，４００円＞
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７月中旬に「後期高齢者医療保険料額決定通知書」および「後期高齢者医療保険料納入通知書」を送付します。

保険料の支払い・納期
●原則「年金からの支払い」（特別徴収）となります。
ただし、75歳になったばかりの方や年金の額が年間18万円以下の方もしくは介護保険料とあわせた保
険料額が年金額の２分の１を超える方は「年金からの支払い」ができません。また口座振替の届出をした
方で「年金からの支払い」を希望しない旨の申請をした方は「年金からの支払い」にはなりません。

●「年金からの支払い」とならない方は口座振替や納付書などで個別に納めていただきます。（普通徴収）
（７月から９月までは普通徴収、10月からは特別徴収となる方もあります。）
●保険料の納期は、７月から翌年２月の毎月月末です。（ただし12月は25日）
納期限が土・日曜日の場合は、翌日または翌々日となります。

●後期高齢者医療保険料は、後期高齢者医療被保険者の医療費の支払いにあてられる大切な財源ですので、
かならず納期限内に納めましょう。

保険料の計算方法　
保険料額は、被保険者の所得に応じて負担となる「所得割額」と、被保険者全員に等しく負担していただ

く「均等割額」を合計して、個人単位で計算します。なお、１人あたりの上限額は62万円（平成29年は57
万円）です。
　

保険料率は２年ごとに見直しを行っており、平成30・31年度の保険料率は上記のように決定しました。

保険料（均等割額）の軽減
世帯状況において、同じ世帯に属する「世帯主」と「後期高齢者医療被保険者」の所得金額の合計により

均等割額が軽減されます。ただし、65歳以上の方の年金所得については、さらに15万円が控除されます。
また、平成30年度から均等割額の５割軽減、２割軽減の対象が拡大しました。（変更箇所は_の部分です）

保険料額
(百円未満切捨て）

均等割額
45,379円

所　得　割　額
（所得金額－330,000円）×所得割率8.76％

＝ ＋

問合せ先　□市市民窓口グループ　☎52－1111（内線227・217）

平成３０年度　後期高齢者医療保険料が決定します

均等割額を９割軽減所得金額の合計が33万円以下の世帯で
世帯内の被保険者全員が年金収入80万円以下（その他各種所得がない）

均等割額を８.５割軽減所得金額の合計が33万円以下の世帯で、９割軽減に該当しない場合

均等割額を５割軽減所得金額の合計が33万円を超え
33万円＋（27.5万円×世帯の被保険者数）以下の世帯

所得金額の合計が33万円を超え
33万円＋（50万円×世帯の被保険者数）以下の世帯 均等割額を２割軽減

保険料（所得割額）の軽減
保険料（所得割額）の軽減については、これまで一定の所得以下の方の所得割額を軽減してきましたが、

平成30年度から制度の見直しにより、軽減制度は廃止されます。

※平成30年度から軽減割合見直しにより、７割軽減から５割軽減となりました。

均等割額が5割軽減
所得割額は課せられません

＜社会保険などの健康保険の被扶養者であった方の軽減＞
後期高齢者医療制度に加入する直前は「会社などの健康保険の被扶養者」であった方


